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【研究要旨】  

持続可能ながん情報提供体制の確⽴に向けて、班会議およびワーキンググループに 

て、提供すべき情報と提供体制、関連組織との連携のあり⽅と課題について、主に診療

ガイドラインを普及する⽴場から検討した。  
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Ａ．研究⽬的      

診療ガイドラインの内容をふまえた信頼

のできるがん情報を国⺠向けに迅速かつ持

続的に提供する体制を構築する。  

                  

Ｂ．研究⽅法  

2018 年度は、2017 年度に引き続き、班

会議にて提供すべき情報と提供体制、関連

組織との連携のあり⽅と課題について討議

した。また、2018 年 12 ⽉に開催された 

「将来に亘って持続可能ながん情報提供体

制に関する意⾒交換会『患者・市⺠のため

の情報づくりに向けて：All Japan での協 

⼒・連携の体制づくりを考える』」におい

て、EBM 普及推進事業（Minds）で実施

している⼀般向けの情報提供の現況と課題

について発表し、関係組織、参加者との意 

⾒交換を⾏った。  

                

 Ｃ．研究結果  

診療ガイドラインと連動する⼀般向け情

報提供が望まれる⼀⽅、診療ガイドライン

作成にかかる作成者側への負担が増してい

る現況を鑑み、診療ガイドライン作成と⼀

般向け解説作成の連携を図るしくみ、診療

ガイドラインを作成する学会側との協⼒体

制を構築する必要性が確認された。 

 

 

  

Ｄ．考察      

2019 年度は、2017−2018 年度の検討内

容を基に、信頼できる必要な情報を持続的

に国⺠へ提供するための連携体制構築に向

けた具体的な取り組みが求められる。  

                                                                         

Ｆ．健康危険情報                                          

    該当なし  

                  

Ｇ．研究発表  

    該当なし  

                                                                          

 Ｈ．知的財産権の出願・登録状況                     

該当なし  
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